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インフラマネジメントとは
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第５回インフラマネジメント戦略小委員会（令和8年8月24日）

中間とりまとめ（素案）より

様々なインフラ分野や主体間の連携・協働（機能的）、地上や地下

等に分散して存在する種々のインフラを一体的に捉えること（空間

的）、計画・設計・整備・維持管理・更新等のライフサイクルを一連

として考えること（時間的）を踏まえ、それらを統合的にマネジメン

トすることにより、全体として最適化することを「インフラマネジメン

ト」 とあらためて定義し、戦略的に転換していかねばならない。



本日の説明内容

2

第３部の討議セッションの素材となる

インフラマネジメントを取り巻く状況をご説明

① 現状と課題（ヒト、モノ、カネ）

② 新技術導入の状況と課題

③ これまでの取り組み



建設後50年以上経過するインフラの割合
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各インフラの管理者
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○ 各分野において、地方公共団体等が管理するインフラが多い。
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※端数処理の都合上、合計は100%にならない
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※1 対象はダム、堰、床止め、閘門、水門、揚水機場、排水機場、樋門樋管、陸閘、管理橋、浄化施設、その他（遊水池、導水路等）
※2 R4.3時点 ※3 R3.3時点 ※4 係留施設 、外郭施設 、臨港交通施設、水域施設 等
※5 都道府県等には地方道路公社を含む
※6 国には独立行政法人を含む
※7 市区町村等には一部事務組合を含む
※8 市区町村等には一部事務組合、港務局を含む
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＜厚生労働省ホームページより＞



市区町村の職員状況
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○ 市区町村における土木部門の職員数は、ピークの1996年と比べて、約30年で約26％減少。
（総職員の減少率は約15％であり、土木部門職員数はそれよりも11ポイント大きく減少）

○ 技術系職員数は、約半数の市区町村では５人以下（25％の市区町村は技術系職員が０人）。

＜市区町村における部門別職員数の推移＞※１ ＜市区町村における技術系職員数＞※1※2

※１：地方公共団体定員管理調査結果（R7.4.1時点）より国土交通省作成。なお、一般行政部門の職員を集計の対象としている。

※２：技術系職員は土木技師、建築技師として定義。

約５割が
5人以下

【最大：1996年】

【最大：1996年】

【最小：2016年】
ピークから

27.1％減

【2025年現在】
ピークから

26.4％減

【最小：2014年】
ピークから

19.6％減

【2025年現在】
ピークから

15.3％減



建設業就業者の状況
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予防保全の効果の推計
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○ 施設に不具合が生じてから対策を行う「事後保全」から、施設に不具合が生じる前に対策を行う
「予防保全」への転換により、今後増加が見込まれる維持管理・更新費の縮減を図ることが重要。

○ 国土交通省が所管するインフラを対象に、将来の維持管理・更新費を推計したところ、「事後保
全」の場合、１年当たりの費用は、2048年度には、2018年度の約2.4倍となる見込み。

○ 一方、「予防保全」の場合、１年当たりの費用は、2048年度には、「事後保全」の場合と比べて約5
割減少し、30年間の累計でも約3割減少する見込み。

約5.2兆円
約6.5兆円

約5割
縮減

2018年度 30年後（2048年度）

約12.3兆円

【将来の維持管理・更新費用の推計結果（2018年11月30日公表）】

※１ 国土交通省所管12分野（道路、河川・ダム、砂防、海岸、下水道、港湾、空港、航路標識、公園、公営住宅、
官庁施設、観測施設）の国、都道府県、市町村、地方道路公社、（独）水資源機構、一部事務組合、港務局
が管理する施設を対象。

※２ 様々な仮定をおいた上で幅を持った値として推計したもの。グラフ及び表ではその最大値を記載。
※３ 推計値は不確定要因による増減が想定される。

事後保全 予防保全

30年間の合計
（2019～2048年度）

約280兆円事後保全

約190兆円予防保全

30年後（2048年度）の見通し 30年後（2048年度）の見通し（累計）

約3割
縮減

（参考）用語の定義

施設の機能や性能に不具合が生じる前に修繕等の対策を講じること。予防保全

施設の機能や性能に不具合が生じてから修繕等の対策を講じること。事後保全

約2.4倍

約1.3倍



公共事業関係費（政府全体）の推移
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市区町村の土木費の推移
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市区町村における土木費の推移

○ 市区町村の土木費は、ピーク時の1993年度（約11.5兆円）から2011年度までの間で約半分
（約６兆円）に減少した。

○ 近年は約6.5兆円程度で推移しているが、ピーク時の約６割程度である。

※地方財政統計年報より国土交通省作成

【最大：1993年度】
11兆4973億円

【2023年度現在】
６兆4814億円

（ピーク年度の約56%）【最小：2011年度】
６兆465億円

（ピーク年度の約53%）

(兆円)

西暦（年度）



主要建設資材の価格推移
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NETIS（新技術情報提供システム）
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登録数：約3,900（令和8年5月時点）



インフラメンテナンスにおける新技術導入の効果
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○ 新技術活用システム（NETIS）に登録された維持管理部門の27技術について、システムに掲載されている効果
（カタログ値）を平均するとコストが９％縮減、工程が３２％短縮 。

〇 インフラメンテナンスにおいて新技術導入をより一層推進し、トータルコストの縮減や生産性の向上を実現

■新技術の導入効果 ■新技術の導入事例

電磁波レーダー搭載車を活用して床版上面の調査を行う技術

近接目視前に覆工展開画像を撮
影

ドローンにより写真を撮影し画像から損傷を確認する技術

100% 100%

91%

68%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

コスト 工程

従来技術と新技術の比較

従来技術 新技術

９％縮減 ３２％短縮

※新技術活用システム（NETIS）に登録された維持管理部門の28技術を対象
（令和4年8月29日時点）



アンケート調査の概要
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アンケート調査の結果（新技術の導入や活用等の取組状況）
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インフラメンテナンス国民会議（平成28年11月28日設立）
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直轄国道における点検支援技術の活用原則化
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道路分野における点検支援技術性能カタログ
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インフラメンテナンスに関する予算措置の状況
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インフラメンテナンス大賞

国土交通省、総務省、文部科学省、厚生労働省、
農林水産省、経済産業省、環境省、防衛省主催者１

インフラメンテナンスにかかる特に優れた取組・技術開発
ア）メンテナンス実施現場における工夫部門
イ）メンテナンスを支える活動部門
ウ）技術開発部門

表彰対象２

内閣総理大臣賞／各省大臣賞／特別賞／優秀賞表彰の種類３

⇒インフラメンテナンスに関わる事業者、団体、研究者等の取組を促進

ベストプラクティス
の紹介・展開

（8省×３部門の計最大24件程度
このほかに情報通信技術の優れた
活用に関する総務大臣賞1件）

各省大臣賞

優秀賞
(最大24件程度)

特別賞
（大臣賞に準ずる
もの8件程度）

内閣総理大臣賞
(第7回創設、全応募から最大1件程度)

（応募者）株式会社堀口組
（応募名）豪雪地の交通インフラ維持を図る除雪支援の取組

第
９
回
イ
ン
フ
ラ
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
大
賞

内
閣
総
理
大
臣
賞

インフラメンテナンス大賞の概要

第9回第8回第7回第6回第5回第4回第3回第2回第1回

332302317195247288255205248応募件数

444544373335323228受賞案件数

第９回インフラメンテナンス大賞表彰式
日時：令和８年１月２０日（火）
会場：首相官邸２階大ホール

●開催実績

受賞案件概要等

○ 日本国内のインフラメンテナンスに係る優れた取組や技術開発を表彰することにより、メンテナンス産業の活性化を図り
ベストプラクティスの全国展開、インフラメンテナンスへの国民の意識向上を図るもの（８省が合同で実施）

【参考：第10回の予定】 募集期間（R8.8.21～10.9） ⇒ 各省・有識者審査 ⇒ 今年度冬頃に表彰式

第９回表彰式
受賞者と木原官房長官の記念撮影 取組概要紹介等

【AIの活用による省人化】 【高齢化が進む除雪作業員の負担軽減】

心拍や呼吸、体温、ストレス度等を計測する
生体センサー

気温、積雪割合、風速予報等から除雪出動の要否を前日夕
刻に予測することにより、当日深夜に行っていた巡回を回避
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地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ） の推進
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第５回インフラマネジメント戦略小委員会（令和8年8月24日）資料２「中間とりまとめ（素案）概要」


